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令

甲

〇
出
納
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決
裁
規
程
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一
部
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改
正
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る
訓
令�

（
会　

計　

課
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一

〇
県
工
事
検
査
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令�

（
検　

査　

課
）　
　

二

告

示

〇
平
成
八
年
宮
城
県
告
示
第
四
百
十
二
号
（
工
事
請
負
契
約
書
及
び
変
更
契
約
書
の
様

式
）
の
一
部
改
正�

（
契　

約　

課
）　
　

二

規

則

　

財
務
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日

�

宮
城
県
知
事　
　

村　
　

井　
　

嘉　
　

浩　
　
　

〇
宮
城
県
規
則
第
四
十
五
号

　
　
　
財
務
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

財
務
規
則
（
昭
和
三
十
九
年
宮
城
県
規
則
第
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
三
十
条
第
一
項
第
一
号
中
「
の
交
付
等
（
次
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）」
を
「（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
補
助

金
等
」
と
い
う
。）
の
交
付
等
」
に
、「
こ
と
」
を
「
次
の
こ
と
」
に
改
め
、
同
号
イ
及
び
ロ
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　
　

イ　

総
務
部
長
が
あ
ら
か
じ
め
指
定
す
る
補
助
金
等
の
交
付
の
決
定
及
び
そ
の
変
更

　
　

ロ　

補
助
金
等
の
交
付
に
関
す
る
要
綱
の
新
設
、
変
更
（
軽
微
な
変
更
を
除
く
。）
及
び
廃
止

　

第
三
十
条
第
一
項
第
一
号
ハ
を
削
る
。

　

第
三
十
七
条
第
二
項
第
一
号
中
「
少
額
」
を
「
別
に
定
め
る
額
の
範
囲
内
」
に
、「
翌
営
業
日
ま
で
に
指
定
金
融
機

関
等
に
払
い
込
む
こ
と
が
効
率
的
で
な
い
」
を
「
現
金
等
の
保
管
体
制
が
確
保
さ
れ
て
い
る
」
に
改
め
る
。

　
　
　
附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
　
　
　

�

　
　
　
　

　

建
設
工
事
執
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日

�

宮
城
県
知
事　
　

村　
　

井　
　

嘉　
　

浩　
　
　

〇
宮
城
県
規
則
第
四
十
六
号

　
　
　
建
設
工
事
執
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

建
設
工
事
執
行
規
則
（
昭
和
三
十
九
年
宮
城
県
規
則
第
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
二
十
二
条
第
四
項
第
二
号
中
「
。」
を
「
。
以
下
同
じ
。」
に
改
め
る
。

　

第
二
十
九
条
第
二
項
中
「
か
ら
」
を
「
に
保
証
事
業
会
社
と
締
結
し
た
公
共
工
事
の
前
払
金
保
証
事
業
に
関
す
る
法

律
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
保
証
契
約
（
以
下
「
保
証
契
約
」
と
い
う
。）
に
係
る
」
に
、「
前
払
金
保
証
契
約
書
」

を
「
前
払
金
保
証
証
書
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

３�　

受
注
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
前
払
金
保
証
証
書
の
寄
託
に
代
え
て
、
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法

そ
の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
（
以
下
「
電
磁
的
方
法
」
と
い
う
。）
で
あ
つ
て
、
当
該
保
証
契
約

の
相
手
方
た
る
保
証
事
業
会
社
が
定
め
、
知
事
が
認
め
た
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

受
注
者
は
、
当
該
前
払
金
保
証
証
書
を
寄
託
し
た
も
の
と
み
な
す
。

　

第
二
十
九
条
の
二
第
二
項
中
「
か
ら
」
を
「
に
保
証
事
業
会
社
と
締
結
し
た
保
証
契
約
に
係
る
」
に
、「
中
間
前
払

金
保
証
契
約
書
」
を
「
中
間
前
払
金
保
証
証
書
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

４�　

受
注
者
は
、
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
中
間
前
払
金
保
証
証
書
の
寄
託
に
代
え
て
、
電
磁
的
方
法
で
あ
つ
て
、
当
該

保
証
契
約
の
相
手
方
た
る
保
証
事
業
会
社
が
定
め
、
知
事
が
認
め
た
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
受
注
者
は
、
当
該
中
間
前
払
金
保
証
証
書
を
寄
託
し
た
も
の
と
み
な
す
。

　
　
　
附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

訓

令

甲

〇
宮
城
県
訓
令
甲
第
十
五
号

　

出
納
事
務
決
裁
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
　

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
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�

宮
城
県
知
事　
　

村　
　

井　
　

嘉　
　

浩　
　
　

　
　
　
出
納
事
務
決
裁
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令

　

出
納
事
務
決
裁
規
程
（
昭
和
六
十
年
出
納
長
訓
令
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
六
条
第
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

　

三　

歳
入
歳
出
外
現
金
の
払
出
し

　

第
六
条
第
二
項
を
削
る
。

　

第
七
条
第
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

　

四　

一
件
五
百
万
円
未
満
の
歳
入
歳
出
外
現
金
の
払
出
し

　

第
七
条
第
二
項
を
削
る
。

　
　
　
附
　
則

　

こ
の
訓
令
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
宮
城
県
訓
令
甲
第
十
六
号

　

県
工
事
検
査
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
　

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日

�
宮
城
県
知
事　
　

村　
　

井　
　

嘉　
　

浩　
　
　

　
　
　
県
工
事
検
査
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令

　

県
工
事
検
査
規
程
（
昭
和
三
十
九
年
宮
城
県
訓
令
甲
第
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
四
条
第
三
項
中
「
第
二
十
八
条
の
四
第
一
項
又
は
第
二
十
八
条
の
五
第
一
項
」
を
「
第
二
十
二
条
の
四
第
一
項
」

に
、「
再
任
用
職
員
」
を
「
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
る
。

　

別
表
第
二
中
「
再
任
用
職
員
」
を
「
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
」
に
改
め
る
。

　
　
　
附
　
則

　

（
施
行
期
日
）

１　

こ
の
訓
令
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

（
経
過
措
置
）

２�　

暫
定
再
任
用
職
員
（
地
方
公
務
員
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
律
第
六
十
三
号
）
附
則
第
四
条
第

一
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
第
六
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
を
い
う
。）
は
、

こ
の
訓
令
に
よ
る
改
正
後
の
県
工
事
検
査
規
程
第
四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
と
み

な
し
て
、
改
正
後
の
県
工
事
検
査
規
程
の
規
定
を
適
用
す
る
。

告

示

〇
宮
城
県
告
示
第
二
百
五
十
五
号

　

平
成
八
年
宮
城
県
告
示
第
四
百
十
二
号
（
工
事
請
負
契
約
書
及
び
変
更
契
約
書
の
様
式
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
し
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
　

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日

�

宮
城
県
知
事　
　

村　
　

井　
　

嘉　
　

浩　
　
　

　

様
式
第
一
号
中
「９　

解
体
工
事
に
要
す
る
費
用
等

」
を
「９　

建
設
発
生
土
の
搬
出
先
等　
設
計
図
書
に
記
載
の

　

10　

解
体
工
事
に
要
す
る
費
用
等

と
お
り

　
　
　

」
に
改
め
、
同
様
式
の
第
四
条
中
第
五
項
を
第
六
項
と
し
、
第
四
項
を
第
五
項
と
し
、
第
三
項
を
第
四
項
と
し
、

同
条
第
二
項
中
「前

項

」
を
「第

１
項

」
に
、「第

５
項

」
を
「第

６
項

」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同

条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２
�　

受
注
者
は
，
前
項
の
規
定
に
よ
る
保
険
証
券
の
寄
託
に
代
え
て
，
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
そ
の
他

の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法

（以
下

「電
磁
的
方
法

」と
い
う
。

）で
あ
っ
て
，
当
該
履
行
保
証
保
険
契

約
の
相
手
方
が
定
め
，
発
注
者
が
認
め
た
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
，
受
注
者
は
，
当

該
保
険
証
券
を
寄
託
し
た
も
の
と
み
な
す
。

　

様
式
第
一
号
の
第
三
十
一
条
第
一
項
中
「建

設
機
械
器
具

」
を
「建

設
機
械
器
具

（以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「工
事

目
的
物
等

」と
い
う
。

）」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「工

事
目
的
物
，
仮
設
物
又
は
工
事
現
場
に
搬
入
済
み
の
工
事
材

料
若
し
く
は
建
設
機
械
器
具

」
を
「工

事
目
的
物
等

」
に
、「係

る
額

」
を
「係

る
損
害
の
額

」
に
、「第

６
項

」
を
「以

下
こ
の
条

」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。

　

�　

た
だ
し
，
災
害
応
急
対
策
又
は
災
害
復
旧
に
関
す
る
工
事
に
お
け
る
損
害
に
つ
い
て
は
，
発
注
者
が
損
害
合
計
額

を
負
担
す
る
も
の
と
す
る
。

　

様
式
第
一
号
の
第
三
十
一
条
第
六
項
中
「と

し
て

」
を
「と

，

「損
害
合
計
額
を

」
と
あ
る
の
は
「損

害
合
計
額
か

ら
既
に
負
担
し
た
額
を
差
し
引
い
た
額
を

」と
し
て

」
に
改
め
、
同
様
式
の
第
三
十
七
条
第
七
項
中
「第

５
項

」
を
「第

６
項

」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、
同
条
中
第
六
項
を
第
七
項
と
し
、
第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
を
一
項
ず

つ
繰
り
下
げ
、
同
条
第
二
項
中
「前

項

」
を
「第

１
項

」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
一
項
の
次
に

次
の
一
項
を
加
え
る
。

２
�　
受
注
者
は
，
前
項
の
規
定
に
よ
る
保
証
証
書
の
寄
託
に
代
え
て
，
電
磁
的
方
法
で
あ
っ
て
，
当
該
保
証
契
約
の
相

手
方
た
る
保
証
事
業
会
社
が
定
め
，
発
注
者
が
認
め
た
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
，
受

注
者
は
，
当
該
保
証
証
書
を
寄
託
し
た
も
の
と
み
な
す
。

　

様
式
第
一
号
の
第
三
十
八
条
第
四
項
中
「前

条
第
３
項
か
ら
第
７
項
ま
で

」
を
「前

条
第
４
項
か
ら
第
８
項
ま
で

」

に
、「同

条
第
５
項

」
を
「同

条
第
６
項

」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、

同
条
第
二
項
中
「前

項
」
を
「第

１
項

」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加

え
る
。

２

�　

受
注
者
は
，
前
項
の
規
定
に
よ
る
保
証
証
書
の
寄
託
に
代
え
て
，
電
磁
的
方
法
で
あ
っ
て
，
当
該
保
証
契
約
の
相
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手
方
た
る
保
証
事
業
会
社
が
定
め
，
発
注
者
が
認
め
た
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
，
受

注
者
は
，
当
該
保
証
証
書
を
寄
託
し
た
も
の
と
み
な
す
。

　

様
式
第
一
号
の
第
三
十
九
条
第
一
項
中
「第

37条
第
４
項

（前
条
第
４
項

」
を
「第

37条
第
５
項

（前
条
第
５
項

」

に
改
め
、
同
条
第
三
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

３

�　

受
注
者
は
，
第
１
項
又
は
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
保
証
証
書
の
寄
託
に
代
え
て
，
電
磁
的
方
法
で
あ
っ
て
，
当
該

保
証
契
約
の
相
手
方
た
る
保
証
事
業
会
社
が
定
め
，
発
注
者
が
認
め
た
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
，
受
注
者
は
，
当
該
保
証
証
書
を
寄
託
し
た
も
の
と
み
な
す
。

　

様
式
第
一
号
の
第
四
十
条
た
だ
し
書
中
「令

和
５
年
３
月
31日

」
を
「令

和
６
年
３
月
31日

」
に
改
め
、
同
様
式
の

第
四
十
四
条
の
見
出
し
中
「中

間
前
払
金

」
を
「中

間
前
金
払

」
に
、
同
条
第
一
項
中
「中

間
前
払
金
に

」
を
「中
間

前
金
払
に

」
に
、「第

37条
第
４
項

」
を
「第

37条
第
５
項

」
に
、「第

38条
第
４
項

」
を
「第

38条
第
５
項

」
に
、「第

37条
第
５
項
及
び
第
６
項

」
を
「第

37条
第
６
項
及
び
第
７
項

」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「第

39条
第
３
項

」
を
「第

39条
第
４
項

」
に
改
め
、
同
様
式
の
第
五
十
二
条
第
十
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

⑾
�　

受
注
者

（受
注
者
が
共
同
企
業
体
で
あ
る
と
き
は
，
そ
の
構
成
員
の
い
ず
れ
か
の
者
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て

同
じ
。

）が
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
。

　
　

イ
�　

役
員
等

（受
注
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
は
そ
の
者
そ
の
他
経
営
に
実
質
的
に
関
与
し
て
い
る
者
を
，
受
注

者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
は
そ
の
役
員
，
そ
の
支
店
又
は
常
時
建
設
工
事
の
請
負
契
約
を
締
結
す
る
事
務
所
の

代
表
者
そ
の
他
経
営
に
実
質
的
に
関
与
し
て
い
る
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。

）が
，
暴
力
団

又
は
暴
力
団
員
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

　
　

ロ
�　

役
員
等
が
，
自
己
，
自
社
若
し
く
は
第
三
者
の
不
正
の
利
益
を
図
る
目
的
又
は
第
三
者
に
損
害
を
加
え
る
目

的
を
も
っ
て
，
暴
力
団
又
は
暴
力
団
員
を
利
用
す
る
な
ど
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

　
　

ハ

�　

役
員
等
が
，
暴
力
団
又
は
暴
力
団
員
に
対
し
て
資
金
等
を
供
給
し
，
又
は
便
宜
を
供
与
す
る
な
ど
直
接
的
あ

る
い
は
積
極
的
に
暴
力
団
の
維
持
，
運
営
に
協
力
し
，
若
し
く
は
関
与
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

　
　

ニ

�

　
役
員
等
が
，
暴
力
団
又
は
暴
力
団
員
で
あ
る
こ
と
を
知
り
な
が
ら
こ
れ
を
不
当
に
利
用
す
る
な
ど
し
て
い
る

と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

　
　

ホ

�

　
役
員
等
が
，
暴
力
団
又
は
暴
力
団
員
と
社
会
的
に
非
難
さ
れ
る
べ
き
関
係
を
有
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
と

き
。

　
　

ヘ

�

　
下
請
契
約
又
は
資
材
，
原
材
料
の
購
入
契
約
そ
の
他
の
契
約
に
当
た
り
，
そ
の
相
手
方
が
イ
か
ら
ホ
ま
で
の

い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
を
知
り
な
が
ら
，
当
該
者
と
契
約
を
締
結
し
た
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

　
　

ト

�

　
受
注
者
が
，
イ
か
ら
ホ
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
を
下
請
契
約
又
は
資
材
，
原
材
料
の
購
入
契
約
そ

の
他
の
契
約
の
相
手
方
と
し
て
い
た
場
合

（へ
に
該
当
す
る
場
合
を
除
く
。

）に
，
発
注
者
が
受
注
者
に
対
し

て
当
該
契
約
の
解
除
を
求
め
，
受
注
者
が
こ
れ
に
従
わ
な
か
っ
た
と
き
。

　

様
式
第
一
号
の
第
六
十
六
条
を
第
六
十
七
条
と
し
、
同
様
式
の
第
六
十
五
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

　

（情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法

）

第
�66条　

こ
の
契
約
書
に
お
い
て
書
面
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
催
告
，
請
求
，
通
知
，

報
告
，
申
出
，
承
諾
，
解
除
及
び
指
示
は
，
建
設
業
法
そ
の
他
の
法
令
に
違
反
し
な
い
限
り
に
お
い
て
，
電
磁
的
方

法
を
用
い
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
，
当
該
方
法
は
書
面
の
交
付
に
準
ず
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
，
発

注
者
が
認
め
た
も
の
に
限
る
。

　

　
　
　


